
平成１３年４月２３日 問い合わせ先

監 査 事 務 局 監査事務局総務課

電話 ０３－５３２０－７０１１

住民監査請求の勧告に基づき教育長が講じた措置

１ 教育長から監査委員に対する措置結果の通知日

平成１３年３月３０日

２ 措置内容

国立市教育委員会に、平成１１年８月１日から平成１２年８月３日までの「職員団体

のための職員の行為の制限の特例に関する条例」に基づく正規の手続を経ないで職務に

従事していない時間を調査特定し、給与の返納について報告を求めた。

これに基づき、損害額を確定し、その補填のための必要な措置を講じた。

３ 東京都が被った損害額の補填額

２，４００，３６１円

内 訳

学校数 人 員 時間数 金 額

小学校 ８校 ７９人 延べ４５８時間 ２，０８７，５０３円

中学校 ３校 ２５人 延べ ９５時間 ３１２，８５８円

全 体 １１校 １０４人 延べ５５３時間 ２，４００，３６１円

４ 措置年月日（返納年月日）

平成１３年３月２７日

５ 関係法令 ［地方自治法第２４２条第７項］

「監査委員の勧告があったときは、当該勧告を受けた長、職員等は、当該勧告に示さ

れた期間内に必要な措置を講ずるとともに、その旨を監査委員に通知しなければな

らない。この場合においては、監査委員は、当該通知に係る事項を請求人に通知し、

かつ、これを公表しなければならない」


